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景気回復局面に入ったベトナム経済３

“プロ”に聞く！

～年後半に成長率が加速する季節性に注目～
国家主席辞任も政治不安には至らない見込み

ベトナム経済

24年1-3月期の成長率は市場予想を下回ったが、、、

 ベトナムの2024年1-3月期の実質GDP成長率は前年同期比＋5.7％と、市場予想の同＋6.4％を

下回り、2023年10-12月期の同＋6.7％から鈍化しました。ただし、ベトナムの実質GDP成長率は

年前半から年後半にかけて加速しやすいという季節性があります。コロナ禍による行動制限があった2020

年から2022年を除くと、このような季節性が確認できます。2024年もよほど特殊な事態が発生しない

限り、年後半に成長率が加速するという季節性が機能すると想定した方が良さそうです。ベトナム政府

が設定した2024年の実質GDP成長率目標＋6.0～6.5％と比較すると、1-3月期の成長率は低いよう

な印象を受けますが、懸案だった不動産業が2四半期連続でプラス成長になったことも併せて考慮すれば、

過小評価すべきではないと思われます。

【図表1：ベトナムの実質GDP成長率】

（年/月期）

(注）データは2018年1-3月期～2024年1-3月期。
（出所）CEICのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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国家主席が1年余りで辞任

 ベトナムの国会は3月21日に臨時国会を開催し、ボー・バン・トゥオン国家主席の解任を決定しました。

ベトナム共産党は前日の20日に臨時中央委員会総会を開催し、国家主席、政治局員、中央委員、国

防安全評議会議長を辞任するというトゥオン氏の申し出を承認しました。トゥオン氏の辞任理由は党規約

に違反し党の信用を損ねたとされていますが、汚職防止委員会が調査に関与していたことから本人または

部下の汚職が背後にあったと推察できます。前任者のグエン・スアン・フック氏は、部下の汚職事件の責任

を取る形で2023年1月に国家主席を辞任しています。ベトナムでは党序列1位が書記長、2位が国家主

席、3位が首相、4位が国会議長に就任する慣例があります。国家主席は国家元首ですが、政府のトップ

は首相であるため、行政の実権は首相が握っています。序列2位とはいえ国家主席は政治面では名目的

な位置付けにあるともいえます。その意味で、国家主席の辞任は、政治面での衝撃はさほど大きくないと

もいえます。

【図表2：ベトナム実質GDP成長率の季節性】

（年）

(注）データは2011年1-3月期～2024年1-3月期。
ただし、コロナ禍による行動制限があった2020年～2022年を除く。

（出所）CEICのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（前年同期比、％）
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、
株式、債券等の売買を推奨･勧誘するものではありません。

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績および将来の予想であり、今後の市
場環境等を保証するものではありません。

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではあ
りません。

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許
諾者に帰属します。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。
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汚職撲滅を通じた権力闘争との観測も

 ベトナムの汚職防止中央委員会は設立当初の2005年には政府の管轄下にあり、首相が委員長を務め

ていましたが、2013年に党の管轄へ移行し、書記長（党の最高ポスト）が委員長を務めるようになりまし

た。グエン・フー・チョン書記長は汚職撲滅を通じて権力闘争を展開してきたという観測があります。皮肉

なことに、チョン書記長の後継者候補とみられていたトゥオン氏も汚職撲滅の流れで辞任に至ったとも考えら

れます。チョン書記長は2021年1月に党規約に反する形で3期連続で書記長に就任しました。チョン書記

長は党内では保守派とみられており、以前には改革派のグエン・タン・ズン前首相と確執がしばしば伝えられ

ました。チョン書記長は2026年には書記長を退任するとみられますが、トゥオン氏の辞任を契機に党内の

改革派の勢力が相対的に強まるようになれば、長期的にはベトナム経済にはポジティブに作用する可能

性もありそうです。


